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は じ め に

昨年 １２月１１日、 難航 していた気候変動枠組条約 第３ 回締約国会議 （温暖化防止京都会議）

の ＣＯ。を中心 とした温室 効果 ガス の削減問 題等がよう やく決着 した。 わ が国はこの会 議で、

温 室効果 ガスの削減目標を １９９０年に比 べ２００８年 から２０１２年ま での平均 で６％削減 すること

で 決 着 し た が、 は や く も そ の 達 成 の 困 難 性 が 指 摘 さ れ て い る
１〕
。 ま た、 ７ ％ の 削 減 目 標 で 決 着

したアメ リカで は、 平 成１１年３月ま での署名期 間中にクリ ントン大統領 が議会での署名 が困

難 と も 言 わ れ て い る２）。

さ ら に、 排 出 権 取 引 は 認 め ら れ た も の の、 そ の 具 体 化 は 先
送 り に な っ た り、 ま た、 発 展 途 上

国の削減義務につい ては削除された。 しかし、
「議定書」 に盛り込まれた事項 は、 努力目標で

はなく、 法 的
な拘束力を もつ ものであるだけに、 各国の調整が難航 し、 会期 は１日延長しなけ

れ ば な ら な か っ た。

このように、 環境 間題 は、 「持続可能な発 展」 を願う全地球の問題であるが、 各 国の 取り 組

みは遅々と してすすんでいない。 現代の社会 や企業は、
「経済開発」 と 「環境保護」、 ない し

「収益 性」 と 「社会性」 といった矛盾する 概念をいかにして調和・共生させて行くかが 問わ れ

て い る の で あ る。

さ て、 こ う し た こ と を 踏 ま え て、 近 年、 環 境 会 計 研 究 が 台 頭 し て き て い る が、 環 境 会 計 の 概

念規定をはじめ、 その成立の根拠 も必ず しも明 確化さ れていない。

そ こ で・ 本 稿 で は・ ＩＳＯ １４０００ の 内 容 に つ い て 考 察 し・ 環 境 会 計 の 成 立 根 拠 を 再 考 し た う え

で・ＩＳＯ１４０００と 環境会計との関連を公 表会計制度という観 点からその試論を 展開 したいと思

つ ｏ
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Ｉ ＩＳＯ１４０００ の 内 容

１． ＩＳ０ １４０００ の 意 義

ＩＳＯ と は
、
Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａ１ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ （国 際 標 準 化 機 構 ） の 略 で、

本 部 は、 ス イ ス の
ジ ュ ネ ー ブ に あ り、

１９４７ 年 に 設 立 さ れ、 世 界 共 通 の 規 格、 基 準 な ど の 設 定

を 行う 民間の組織である。 設立目 的は、 商 品
とサー ビスの国際的な交換を容易に し、 知識・科

学 ・技術・経済に関する活動にお いて、 国 際的
な交流を助長するため、 国際 的な 規模の標準化

とこれに関する様々な活動を促進する ことにある。 組織は、 スイス民法に基 づく 非政府機構で

あ り、 メ ン
バーは、 各国の最 も代 表的

な標準化機関の１団体だけが会員資格 を有し、 わが国で

は日本工業標準調査会（ＪＩＳＣ） が所属している。 なお、
ＩＳＯ の組 織は、 総会 → 理事会 → 専門

委 員 会（Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｃｏｍ ｍｉｔｔｅｅ＝ ＴＣ） → 分 科 委 員 会（Ｓｕｂ Ｃｏｍ ｍｉｔｔｅｅ＝ＳＣ） → 作 業 グ ル ー プ

（Ｗ ｏｒｋｉｎｇ Ｇｒｏｕｐ二 Ｗ Ｇ） か ら 構 成 さ れ て い る。

こ う し た な か で、 １９９６ 年 秋 に ス タ ー ト
し た ＩＳＯ １４０００ は、 国 内 は も と よ り 世 界 的 な 関 心 を

呼 ん で い る。 こ の ＩＳＯ １４０００ は、 シ リ
ー ズ と し て い く つ も の 内 容 か ら 成 り 立 っ て お り、 そ の

基

本的なね らい は、 ｌｉ〕該当するす
べての環境 関連 法規制への適合、 （２）環 境

パフォ ーマ ンスの継

続 的 改 善 に あ る。 具 体 的 に は、 組 織 の 環
境 パ フ ォ ー マ ン ス の 改 善 を 継 続 的 に 行 う シ ス テ ム を 構

築 す る た め に 要 求 さ れ る 規 格 で あ り、 Ｐｌａｎ（計 画）一Ｄｏ（実 施 ・ 運 用）一Ｃｈｅｃｋ（点 検 ・ 是 正）一

Ａｃｔｉｏｎ（見 直 し） と い う シ ス テ ム を 構 築 し、 そ れ を 継 続 的 に 改 善 ・ 実 施 す る こ と を 要 求 し て い

る。 要 す る に、 ＩＳＯ １４０００ は 企 業
が 環 境 配 慮 へ の 自 主 的 ・ 積 極 的 な 取 り 組 み の 有 効 な 手 段 と な

る こ と を 目 的 と し て、 １９９３ 年 １ 月 に 環
境 マ ネ ジ メ ン ト 専 門 委 員 会（ＴＣ ２０７） が 設 立 さ れ、 こ

れ

は６分科委 員会（ＳＣ） と２作業 グルー プ（ＷＧ） か ら成り 立っている３㌧

２． ＩＳＯ １４０００ の 概 要

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム と 監 査 の 先 駆 と な っ た の が １９９２ 年 に 世 界 で 最 初 に 制 定 さ れ た イ

ギ リ ス の ＢＳ ７７５０ で あ る。 そ の 後、 ＢＳ ７７５０ と 同 様
な 監 査 と し て １９９５ 年 に ＥＵ の 理 事 会 で 決

定 さ れ た Ｅ Ｍ Ａ Ｓ （Ｅｃｏ・Ｍ ａｎａｇｅｍｅｎｔ ａｎｄ Ａｕｄｉｔ Ｓｃｈｅ ｍｅ）
が あ る。

ＩＳＯ １４０００ は
、
こ の よ う

な 影 響 を 受 け て 具 体 化 し て い る が、 そ の 内 容 は、 （１〕 環 境 マ
ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム お よ び 監 査 に

関 す る も の と、
（２）製 品 な ど に 関 す る も の と が あ る。

前 者 に 該 当 す る ① ＩＳＯ １４００１ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９６／９／１） は、 「環 境 管 理 シ ス テ ム」 （仕 様

お よ び 利 用 の 手 引 き） に つ い て の 規 定 で あ る。 序 文 （Ｆｉｇｕｒｅ １） に お い て、 経 営 管 理 サ イ ク

ル で あ る Ｐ１ａｎ－Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ－Ａｃｔｉｏｎ に 対 応 さ せ て 環 境 負 荷 を 軽 減 さ せ る こ と を 目 的 と し た 目 標 管

理 体 制 を 中 核 と す る 経 営 シ ス テ ム で あ る と 指 摘 し て い る。 具 体 的 な 内 容 は、 （３， ２ 項） 環 境 を

「大 気、 水 質、 土 地、 天 然 資 源、 植 物、 動 物、
人 お よ び そ れ ら の 相 関 関 係 を 含 む、 組 織 の 活 動
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を と り ま く も の。」 と し て 捉 え、 以 下 の、 （４． ２ 項） 環 境 方 針、 （４．３．２ 項） 法 的 お よ び そ の 他

の 要 求 事 項、 （４１３．３ 項） 目 的 お よ び 目 標、 （４，４．５ 項） 文 書 管 理、 （４．５．１ 項） 監 視 お よ び 測 定

（法規制に適合しているか否か） 等 が規 定さ れている。

② １４００４ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９６／９／１） は、 「環 境 管 理 シ ス テ ム」 （原 則、 シ ス テ ム お よ び 支

援 技 法 の 一 般 指 針） に っ い て の 規 定 で あ る。 １４００４ は １４００１ の 適 用 ガ イ ド と し て、 環 境 マ ネ
ジ

メ ン ト シ ス テ ム を 構 築 す る た め の 一 般 指 針 に つ い て 規 定 し て い る。

③ １４０１０ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９６／１Ｏ／１） は、 「環 境 監 査 に 適 用 で き る 環 境 監 査 実 施 の 一 般 原

則」 （一 般原 則） の規定であり、 具体的に、１４０１０ は組織、 監査員、 監査の依頼者への手引き、

環 境監査と関連用語の定義、 客観性、 独立 性、 能力および体系的な手順、 監 査の 判定基準、 証

拠、 調 査 結 果 の 信 頼 性 お よ び 結 論、 報 告 な ど に つ い て 規 定 し て い る。

④ １４０１１ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９６／１Ｏ／１） は、 「環 境 監 査 の 指 針」 （環 境 管 理 シ ス テ ム の 監 査）

についての規定 であ り、 環境管理システム監査の立 案と実施に備える監査手順や環境 管理 シス

テ ム の 監 査 を 実 施 す る た め の 手 順 で あ る。 具 体 的 に は、 監 査 チ ー ム の 編 成、 監 査 計 画、 監 査 開

始 ミ ー テ ィ ン グ、 証 拠 の 収 集、 監 査 結 果、 終 了 ミ ー テ ィ ン グ、 監 査 報 告 書 の 作 成 で あ る。

⑤ １４０１２ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９６／１Ｏ／１） は、 「環 境 監 査 の 指 針」 （環 境 監 査 員 の た め の 資 格 基

準） に つ い て の 規 定 で あ り、 具 体 的 に は、 教 育、 実 務 経 験、 監 視 員 の 訓 練、 教 育 ・ 経 験 ・ 訓 練

の客観的証明書、 個人的資質およ び技 能、 能力の維持、 審査員補・審 査員 ・主任審査員に関す

る 内容である。 要するに、 内部およ び外部 環境監査員の資格基準に関する 指針につ いてである。

ま た、 ⑥ １４０３１ （Ｆｉｒｓｔｅｄｉｔｉｏｎ １９９６／１２／５） は、 「環 境
パ フ ォ ー マ ン ス 評 価 方 法」 に つ い て 規

定 し て い る。

後 者 の 「製 品」 に 該 当 す る ① １４０２０ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９７／５／２２） は、 「環 境 ラ ベ ル と 宣 言

の 一 般 原 則」 で あ り、 こ れ に は、 タ イ プ Ｉ、 タ イ プ 皿 お よ び タ イ プ 皿 が あ る。 タ イ プ Ｉ は 日 本

の エ コ ラ ベ ル や ド イ ツ の ブ ル ー エ ン ジ ェ ル の よ う な 第 ３ 者 認 証 の 環 境 ラ ベ ル で あ り、 こ れ は 自

主的な申請に応 じて審査・認 証す ることに特徴がある。 タイ プ皿 は環境に対していかに配盧 し

て い る か 自 己 宣 言 ラ ベ ル と し て 用 語、 シ ン ボ ル、 仕 様 の 要 件 を 統 一 化 す る こ と で あ り、 例 え ば、

缶 に
’
リ サ イ ク ル 可 能” と 表 示 す る 場 合 は、 缶 の リ サ イ ク ル シ ス テ ム が 運 用 さ れ て い る こ と が

前提となっていなければな らない。 タイ プＩ皿は製晶の環境への影響を 定量的に表示するラベル

を意味し、 製品の環境負荷を定量化 し、 消 費者に明らかにすることである。

② １４０４０ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９７／ ３ ／ １３） は
、
「Ｌ Ｃ Ａ （Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ａｓｓｅｓｓ ｍｅｎｔ） の 原 則 と フ

レ ー ム ワ ー ク」 で あ り、 原 材 料 の 調 達 か ら 生 産 ・ 流 通 ・ 販 売 ・ 使 用 ・ 廃 棄 ま で の 全 サ イ ク ル を

通 じて、 環境 への負荷の程度を測定 し、 環境へ の影 響を最小にする手法について原則・ 方法な

ど の ガ イ ド ラ イ ン を 検 討 す る。 ま た、 ③ １４０５０ （Ｆｉｒｓｔ ｅｄｉｔｉｏｎ １９９６／１２／１２） は、 「環 境 管 理」

（用語 と定義） について規定 している。
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業 種 別 ＩＳＯ玉４００１ 認 証 取 得 状 況

平 成 ９ 年 １２ 月 末 現 在

総 数 ６１８ 件

環境管理規格審議委員 会事務局 調べ

日 本 標 準 産 業 分 類 の 中 分 類 に よ る 分 類

作 図 １ １ＳＯ Ｗ ｏｒｌｄ

図 １ 業 種 別 ＩＳＯ１４０００ の 認 証 取 得 構 成 比

３． わ が 国 の 実 情

前述のとおり、ＩＳＯ のメ ン
バー は日 本工業標 準調 査会（ＪＩＳＣ） である が、 事 務局 は 「工業 技

術院」 が行っており、 具体
的な認定機 関は 「㈱ 日本適 合性認定協会 ＝ＪＡＢ」 が担当している。

このＪＡＢ の傘 下に、 多
く の認証 （審査） 機関が存在 している。

上 述 の ＩＳＯ １４０００ シ リ ー ズ の 一 連 の 規 格 は、 す で に ＪＩ
Ｓ 化 さ れ て お り、 わ が 国 の 認 証 取 得 状

況 は、 １９９８ 年 １ 月 末 現 在、
世 界 全 体 で ３，４５８ 件 に

上 っ て い る が、 こ の う ち わ が 国 ６６７ 件、
イ ギ

リ ス ６５０ 件、 ドイ ツ
３９０ 件、 オ ラ ン ダ ２３０ 件、 韓 国

２００ 件 で あ り、 ア メ リ カ は １０９ 件
と な っ て

い る。 わ が 国 の 取 得
件 数 が イ ギ リ ス に 次 い で 多 い の は、 ＩＳ０ ９０００ の 品 質 規 格 取 得

の 反 省 に 起

因 し て い る よ う で あ る。 す な わ ち、 わ が 国 は 製
品 の 品 質 に は 絶 対 の 自 信 を 持 っ て い た が、 外 国

と の 取 引 に 際 し て、 ＩＳ０ ９０００ の 取 得
を 要 求 さ れ た 苦 い 経 験 が あ っ た か ら と い わ れ て い る。

な お、 ド イ ッ は、 ＩＳＯ １４０００ に 先 行
し て 開 始 さ れ た 前 述 の Ｅ Ｍ ＡＳ の 認 証 取 得 で は、 １，０９１ 件

と な っ て お り、 第 ２ 位 の オ ー ス ト リ ア
の １Ｏ１ 件 を 大 幅 に 上 回 っ て い る の で、 実 質 的 に は ド イ ツ

は最大の認証取得国 になって いる といえる
４㌧

わが国における業 種別 の構 成比 をみたのが、 図１であ 乱
電気機 械が全体の５６・Ｏ％ を占

め
・

次 い で 一 般 機 械、 化 学 工 業、
精 密 機 械 の 順 と な っ て い る。 こ の こ と は、 環 境 に 負 荷 を 与 え る 業

種 が 先 行 し て い る こ と を 意 味 し て い る。

４． 認 証 取 得 に よ る
企 業 の メ リ ッ ト

認 証 （審 査） 機 関 は、 ＩＳＯ １４０００ 認 証 取 得 の メ リ ッ
ト を ① 業 務 の 効 率 化、 ② コ ス

ト ダ ウ ン、

③ 環境問題におけるリスク軽減、 ④ 企業の
イメ ージアッ プ・ ⑤ 取引条件の

優位性をあげてい

る が、 コ
ニ カ ㈱ の 例 を み る と、 以

下 の よ う に な る５）。
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① 企業イメ ージの向上、 ② 欧米との商取引の際のチケッ ト、 ③ 環境影響評価の実 際に よる

メ リ ッ ト （１． サ イ ト の 環 境 負 荷 の 客 観 的 な 把 握 が で き る。 ２． サ イ ト で 何 が 管 理 で き て、 何 の

改善 が必要な のかが明 確になる。３． 改善課 題の方 向がサイ ト全員の 社員に共 有できる。）。 ④

法 規 制 登 録 リ ス ト の 作 成 に よ る メ リ ッ ト （１． サ イ ト の 管 理 上 で 不 可 欠 な 行 政 〈国、 都 道 府 県、

市町村な ど〉 からの法規制の内容が体系 的に 明確化できる。 ２． 設備、 施設
ごとに該当する法

令、 条 例 の 規 制 内 容、 該 当 屈 出
な ど が 明 確 に な り、 法 律 違 反 の リ ス ク が 軽 減 で き る。）。

⑤ 緊急 度の対応 手１順の整備に よるメ リッ ト （１． 緊急事 対応の必要 な設備、 施設 を環境影響

評 価 に よ り 評 価 し、 特 定 す る こ と で 客 観 的 な リ ス ク の 把 握 が で き る。 ２． 特 定 し た 設 備、 施 設

の緊 急時 の対 応手１順の 明確 化お よ び訓 練に より、 緊急 時の 発生 リス クを 最小 限 に抑 制で き

る。） 等 を あ げ て い 孔 さ ら に・ ⑥ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト プ ロ グ ラ ム の 実 施 に よ る メ リ ッ ト （環 境

方 針、 環 境 目 的、 環 境 目 標 を 年 度 ご と に 定 め、 計 画 書 に よ りＰＤＣＡ ［Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ］

を 実 施 す る こ と に よ っ て、 サ イ ト の 環 境 負 荷 の 年 度 ご と の 効 果 確 認 が で き る。）。 ⑦ そ の 他 の

メ リ ッ ト と し て、 環 境 部 門 の 世 代 交 代 に 対 応 し た、 過 去 の ノ ウ ハ ウ の 伝 承 の ト リ ガ ー と な る こ

と が あ げ ら れ る。

要約すれ ば、 ① リスク 管理の徹底、 ② 従業員の意識の 向上、 ③ 先進市場への参入機会の増

大 と い う こ と に な ろ う。 と り わ け、 ① は 重 要 で あ ろ う。 い っ た ん 事 故 を 起 こ す と そ の 費 用 は

規模にもよるが数十億か ら数 百億 円も必要とするといわ れて いる。 昨年の夏に発生 した東芝の

名 古 屋 分 工 場 で の 発 ガ ン 性 物 質 で あ る ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン の 地 下 水 汚 染 は、 環 境
基 準 の ８００ 倍

に 達 し、 大 き な 社 会 問 題 と な っ た
６）
。 こ の こ と は、 管 理 の 徹 底 も さ る こ と な が ら、 事 故 報 告 シ

ステムの確立の必要性を認識させ たの であ る。

５． ＩＳＯ １４０００ の 課 題

ＩＳＯ １４０００ 導 入 の メ リ ッ ト は、 上 述 の よ う で あ る が・ 社 内 へ の 導 入 に 際 し て の 成 功 の 可 否 は、

経営 トッ プの理解と首脳陣による経常的な支援 の必 要ということにな 乱 それ は・ 経営 トッ プ

に 「経済 発展 と環境保護との共生」 があるか否かに ある。

さ ら に、 ＩＳ０ ９０００ と の 統 合 も 課 題 で あ 乱 ＩＳ０ ９０００ と は、 晶 質 ・ 管 理 を 保 証 す る た め の 規

格であり、 製 品・ 材料ま たは工程についての技術的 仕様 を規定したものではない。 供給者と消

費者の双方で 品質 保証 と晶質管理を評価するための基準 であ る。 世界で５０カ 国、 わが国では、

日 本 規 格 協 会 （ＪＩＳ） が １９９１ 年 １１ 月 に ＪＩＳＺｇＯＯＯ と し て 制 定 ・ 発 効 し て お り、 認 定 機 関 は、

ＩＳＯ １４０００ と 同 様 に 「日 本 適 合 性 認 定 協 会（ＪＡＢ）」 が 担 当 し て い る。 両 者 の 違 い は、 表 １ の よ

う に な っ て い る。

し か し な が ら、 ＩＳＯ １４０００ シ リ ー
ズ に お け る ＬＣＡ を 中 心 と す る 文 書 管 理 や 環 境 パ フ ォ ー マ

ン ス 評 価 等 は、 ＩＳ０ ９０００ と 密 接 な 関 連 を 有 し て い る こ と か ら、 両 者 の 統 合 が 大 き な 課 題 で あ

る 。
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表 １ ＩＳＯ１４０００ とＩＳ０９０００ シ リ ー ズ の 目 的 と 活 動 の 違 い

目 的 活 動

放 出 物、 ・
排 出 物

、
廃 棄 物 の 削 減

、
大 気 ・ 水 ・ 土 壊 汚 染 の 防 止、 天

ＩＳＯ１４０００ 環 境 保 全 ・改 善
然 資 源 （材 料、 エ ネ ル ギ ー） 消 費 量 の 削 減 と 回 収 ・ リ サ イ ク ル

ｌＳ０９０００ 品 質保 証 ・顧 客 満 足 製 品 ・ サ ー ビス に つ い て 顧 客 と 合 意 した 品 質 の 確実 な 提供

（出 所） 矢 部 浩 祥 監 修 『中堅 ・ 中 小 企 業 の た め のｌＳＯ １４０００ 入 門」 日 本 経 済 新 聞 社・ １
９９７ 年 ２月・

３５ ぺ一 久

皿 ＩＳＯ１４０００ と 環 境 会 計 の 関 連

１． ＩＳＯ１４０００ の 会 計 へ
の 取 リ 込 み

ＩＳＯ １４０００ が 会 計、 と り わ け 環 境 会 計 と い か な る 関 連 を 有 す る の で
あ ろ う か。 一 般 に、 ＩＳＯ

１４０００ が い わ ば 会 計 に お け る 所 与 の も の と し て 取 り 扱 わ れ て い る が、 環 境 会 計 が ＩＳＯ １４０００ を

いかに して取り込ん でいくか が大きな課題であるはずである。 すでに、 先学 が社会 関連会計の

成 立 根 拠 と し て い く っ か の ア プ ロ ー チ を 提 示 し て い る。 し か し、 こ の ア プ ロ ー チ だ け で は、 環

境会計の体系的な成 立の根拠 とな らないように思える。 さ らに、 今回の統一論題である 「ＩＳＯ

１４０００と環境会計」 の連結環と して の環 境報告書の会計学的な考察も必要である。

会計の目 的観 は、 財産計算から損益計算へ
と変化 し、 現在 では 「適 正な」 期 間損益計算

を前

提とする ① 分配可能利益の算定と ② 意思決定に有用な情報 の提供が重視されている。 とりわ

け、
後者の思考は、 ＡＳＯＢＡＴ の出

現によって ① 会計の情報性と ② 量的表現可能性が強調さ

れ る に 至 っ て い る。 こ こ に、 会 計 情 報
が 貨 幣 評 価 の み な ら ず、 非 数 量 （ｎＯｎ・ｑｕａｎｔ

ｉｔａｔｉＶｅ

ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ） と い っ た い わ ば 物 量 表 示 が 容 認 さ れ た と い え る。

さ らには、 「環境報 告書」 の
なかに必然的に要求される叙 述情報 が、 会計の枠

組み （構造）

の 中 に ど の よ う に 位 置 づ け ら れ る の か が 間 わ れ て い る。

２． 環境会計成
立の理論的根拠

この命題は、 環境会計に
お ける 「貨 幣値」 による記録・開示の限界をいかに克服するか。 換

言すれば、 会計学の観点
か ら、 「物量表示」 やとりわけ

「叙述形式」 の導入の根拠を 明らかに

し な け れ ば な ら な い。 こ れ ま で、 先 学 が ア
カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ・ ア プ ロ ー チ と 意 思 決 定 有 用 性 ア

プローチを駆使 しな がら、 社 会関連会計ひいては環
境会計の成立根拠を解明 して きた。 簡単に

整 理 す れ ぱ、 以 下 の よ う に な る
７）
。 た
だ し、 筆 者 は、 こ れ ま で の ア プ ロ ー チ を 外 在 的 ア

プ ロ ー

チ と し て 位 置 づ け、 環 境 会 計 の 成 立 根 拠
を よ り 強 固 に す る た め に、 さ ら に、 内 在 的 ア

プ ロ ー チ

を 提 案 し た い。

１） 環境会計の外在的ア プローチ

（１〕 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ・ ア プ ロ ー チ

① 社 会 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ
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グ レイ ら は、 ア カ ウ ン タ
ビ リ テ ィ は 社 会 契 約 概 念 を 基 底 に お き、 そ れ を 成 立 し た 契 約 の も と

で 社 会 的 責 任 が あ る 活 動 を 説 明 す る 責 任 と し て い る８〕。 山 上 達 人 氏 は、 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の

拡 充 に 際 し サ ス テ ー ナ ビ リ テ ィ を 基 礎 に お き、 一 方 で は 財 務 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ か ら 社 会 的

ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ヘ・ 他
方 で は 法 律 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ か ら 倫 理 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ヘ

と し て 捉 え る９）。

② 正統性

ＩＲ や ボンディ ング活動を重 視する考え 方。 企業 は社会に向け て自らの正統 性を説明 ・証明

し な け れ ば な ら な い。 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の 遂 行 そ の も の が 正 統 性 の 確 立 に っ な が る と い う も

の で あ り、 こ れ は 社 会 的 ア
カ ウ ン タ ビ リ テ ィ に っ な が る

ｌｏ〕
。

③ 公 共 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ

マ シ ュ ー ズ に よ れ ば、 公 共 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ （Ｐｕｂ１ｉｃ Ａｃｃｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ） は、 受 託 責 任

の 拡 充 で あ り、 法 的 責 任 や 財 の 保 全 を 超 越 し た 責 任 で あ る と し て い る
ｌ１）
。

④ 現 代 的 自 由 企 業 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ

自由企業 は、 新古 典派 経済学の経済観である自由主義の立 場に立ち、 自由で私的
な経済主体

に よ る 自 由 競 争 シ ス テ ム に お い て 存 在 す る１２）。 企 業 は、 「自 由」 と 表 裏 に あ る
「責 任」 を 全 う

しな ければな らない。 １９６０ 年代に入る と企業 は国際化・ 多国籍 化
が進行 し、

地域的な 公害問

題か ら、 その後 は、 地球規模での環境問題が提
起され、

近代 的自由企業責任から現代的自由企

業責任を負わな ければな らなく なった。 そこに は、 自由 企業 制度 における
現代性を考慮しなけ

れ ば な ら な い１３〕
。

（２〕 意思決定 有用 性

意 思 決 定 有 用 性 は、 ＡＳＯＢＡＴ 以 来 の 伝 統
的 な ア プ 回 一 チ で あ る が、 グ レ イ ら は、 「こ れ を

企業社会報 告に適用 した場合、 利用者や利用
者二一 ズを 識別 する貧弱でかなり脆弱なフ レーム

ワ ー ク で あ る。」
１４） と し て 批 判 し て い る。 さ ら に、 國 部 克 彦 氏 も、 意 思 決 定 モ デ ル 確 立 の 困 難

性と情報利用 者が特定の情報に対する権利を有する ことを主張することの困難さをあ げて批判

し て い る１５〕。 筆 者 は む し ろ こ の ア プ ロ ー チ は、 次 節 の 内 在 的 ア ブ ロ ー チ に 包 含 さ れ る
べ き も の

と 考 え る。

２） 環境会計の内在的ア プローチ （会 計公準論ア プローチ）

周知 のよ うに、 会計公準は、 企業会計が成立する 前提で
あり仮定であるが、 具体的には、 ①

会 計原則を 導出するた めの理論 的な枠組 みま たは構 造を示す ものと、 ② 企業をと りまく社会

的・経 済的・法制的な諸環境の分析を通 して、 企業会計
が果たすべき社会的な機能を示す もの

で あ る１６〕。 な お、 わ が 国 で の 会 計 公 準 は、 企 業 会 計 原 則 の
基 礎 研 究 の な か か ら 発 展 し て き て い

る １７）
。

新井清 光氏 は、 会計 公準 を計算 構
造 観を示 す公 準と して の ① 制度的 会計 公準 （構 造把握

的・機 構的会計公準） と目的公準と しての ② 要請的会計公準 （目 的設 定的・動機的会計公準）
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外 在 的 ア プ ロ ー チ 開 示 対 象 ・ 内 容 の 拡大 内 在 的 ア プ ロ ー チ

【開 示 対 象 の 拡 大】 【開 示 内 容 の 拡 大】

▽ ▽

会計公準

会計情報 ① 制度的会計公準

現 代 的 自 由 企 業
（質、 量） の 拡 大 ・ ・ 構 造 的 環 境 会 計

ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ
［ ＞ ＊ 貨 幣 値 く ＝１ 情 報

＊ 物 量 表 示 ② 要 請 的 会 計 公 準

＊ 叙 述 形 式 ・ 社 会 的 環 境 会 計

情報

図 ２ 環 境 会 計 成 立 の 構 図

に分類する。 前 者に は、ｌｌ〕企業 実体の公準、（２）会計期間の公準、（
３）貨幣評価の公準を、 後者

に は、 ｌ１〕 有 用 性 の 公 準、 １２〕 公 正 性 の 公 準 を あ げ る
１８）
。

新井氏によれば、 要請 的公準は、 「企業の社会的・経済的・法制
的な環境分 析 （会計の外部

的 分 析） を 通 じ て 求 め ら れ る」１９） の で あ る。 こ の 要 請 的 公 準 の 背 景 は、 一 見 す る と ム ー ニ ッ

ッ の基礎的環境公準の 「会計をとりまく経済 的およ び政治的環境に関する多数の機能的結果を

形 成 す る た め の 基 礎 が 与 え ら れ る。」
２０） と の 理 解 に 基 礎 を お い て い る よ う に 思 わ れ る。

し か し、
ム ー ニ ッ ッ に よ れ ば、 こ の 公 準 は、 Ｐｏｓｔｕ１ａｔｅ Ａ か ら Ｃ ま で あ り、 Ａ に は 環 境 公

準 と し て、
公 準 Ａ－１ 「量 的 表 現 （Ｑｕａｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）」、 公 準 Ａ－２ 「交 換 （Ｅｘｃｈａｎｇｅ）」、 公 準

Ａ－３ 「実 体 （Ｅｎｔｉｔｉｅｓ）」、 公 準 Ａ－４ 「期 間 （Ｔｉｍｅ Ｐｅｒｉｏｄ）」 お よ び 公 準 Ａ－５ 「測 定 単 位

（Ｕｎｉｔ ｏｆ Ｍｅａｓｕｒｅ）」 が あ げ ら れ て い る
２１〕
。 こ の よ う な こ と か ら、 新 井 氏 の 要 請 的 公 準

と ム ー

ニ ッ ッ の 環 境 公 準 と の 位 置 づ け は 同 様 で あ る が、 内 容 に は 大 き
な 乖 離 が あ る と い え る。 従 っ て、

新 井 氏 の 要 請 的 公 準 は、 ギ ブ ン ス の 見 解 に 依 拠 し て い る も の と 考 え ら れ る
２２）
。 い ず れ に せ よ、

要請 的公準およびギ ブンスの見解から、 社会的・経済 的
な 諸状況の変化を把握する会計的根拠

を 見 い だ す こ と が 出 来 る。

３） 環 境会 計成 立の構図

上 述 の よ う に、 筆 者 は 環 境 会 計
が 成 立 す る 根 拠 を、 外 在 的 ア プ ロ ー チ と 内 在 的 ア プ ロ ー チ に

整 理 し て 位 置 づ け た。 前 者 は、 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ・ ア プ ロ ー チ と 意 思 決 定 有 用 性 ア プ ロ ー チ

に 分 類 さ れ る が、 こ こ で
は、 現 代 的 自 由 企 業 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ を 採 用 し て い る。 両 者 を 体 系

化 す れ ば、 図 ２ の よ う に な る。

以上 の理 解に基づいて、 環境会計と は、 「企業における 自然環 境に係わ る内外の事象につ い

て、 貨 幣 値、 物 量 表 示 お よ び 叙 述 形 式 で 測 定 ・ 伝 達 す る こ と を い う。」 と 定 義 で き よ う。

３
． 環
境会計 の体 系化

前節 で内 在的アプローチとして 「会計公準」 を位置づ け、
そこ で ① 制度的会計公準と ② 要

請 的公準に 分類 した。 会計情報と して ① に含ま れるのが構造的環境会計情報であり、 ② に含
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まれるのが社会的環境会計情報 であ る。

１） 構造的環境会計情報の類型化

ここに位置づけ られるの は、
貨幣 値として把握され、 現行の会計制度に係わる項 目である。

具体的には、 財務諸表
上の分類という観点か らみれ ば、 ① 環境 費用、 ② 環境資産、 ③ 環境負

債に大別される。 財務諸表
上の項目と して ① の環境費用に は、ｌ１〕環境 保全 費用 （汚染処理費

用、 用地修復費用等）、１２〕研究開発費 （経常 的費用）、
１３〕環 境損 失 （罰金、 科料、 損害賠償費）

が含まれる。 ② の環境資産に は、（１〕環境保
全資産 （環境負荷防止機械・設備） と１２〕研 究開 発

費 （繰延資産） が、 ③ の 環境 負債には、ｌ１〕環境保
全費用 （将来の汚染処理・用地修復費用）、

（２）環境負荷予防費用 （引 当金） および１３〕偶発事 象 （訴訟に起因する） が含まれる。

これらは、 現行の貸借対照表 の
な かの固定資産や繰延資産、 引当金と して、 また、 損益計 算

書 に お け る 製 造 原 価、 売 上 原 価、 販 管 費、
営 業 外 費 用、 特 別 損 失 と し て 開 示 さ れ る。 な お、 構

造的環境会計情報に含まれる項 目の今後の課題としてあ げなけれ ばな らない項 目に、 排 出権 に

係 わ る 会 計 処 理 方 法 が あ る２３）。 さ ら に、 金 額 の 大 小 は あ ろ う が、 環 境 監 査 に 係 わ る 認 証 取 得 費

用、 環境監査費用等の
処理 方法がある。

２） 社会 的環境会計惰報の類型化

社会的環境会計情報 の特 性は、 貨幣値による評価が困難
な事項に対 して、 物

量や 叙述形式で

開示することである。 具体的には、 ① 環境問題 （現状認識）、 ② 環境方針、 ③ 環 境
法規制 の

遵守、 ④ 環境側 面・ 環境目
的と環境目標、 ⑤ 環境

パフォ ーマンス情報および ⑥ 環 境ラベルに

関 す る 項 目 で あ る。 な お、 ⑤ 環 境
パ フ ォ ー マ ン ス 情 報 は、 （・〕 社 会

的 ベ ネ フ ィ ッ ト （企 業 は 収

益と して計上 して いな いが、 社会に対 して貢献 したもの） およ
び（ｂ）社会的コス ト （企業が費

用 と し て 計 上 し て い な い が、 社 会 に 対 し て 負 担 を
か け て い る も の） で あ る。 さ ら に、 す で に 指

摘 した ⑥ 環境ラベル情報もある。

また、 ⑦ 環境事 故報告シス テムや ⑧ ＬＣＡ
という 観点か ら、（・）原材料の 購人か ら製 品の販

売、 廃棄ま でを考慮 した製晶開発 やｌｂ〕消
費者にわか りやすい製 品の開発に関する 対応状況の

開 示 が 求 め ら れ る。

こ れからの 「環境報告書」 は、 上述の社会的環境 会計情報としてＩ
ＳＯ１４０００シリーズで要求

され ている項 目と、
近年著しい展開がみられる 「環境報 告書」 の総合化・体系化が求められる。

し か し な が ら、
現 在、 公 表 さ れ て い る 「環 境 報 告 書」 は、 企 業 に よ っ て

全 く 異 な っ て お り、 体

系 化 さ れ て い な い の が 現 状 で あ る２４）。 従 っ て、 今 後 の 課 題 は、 環 境 会 計
を 会 計 制 度 と の 関 連 で

捉え なければならず、 ＩＳＯ１４０００シリー
ズと会計制度 との 媒介ないし連結としての 「環境報告

書」 の 改 善 が 要 求 さ れ る。 そ の 方 途 が、 「環 境 報 告 書」 の
ベ ン チ マ ー ク 化 な い し ガ イ ド ラ イ ン

化 で あ る。



ｌｏ

〔会計報告書〕

社 会 関 連 会 計 研 究 第 １０ 号

〔環境報告書〕

（社 会 ・ 文 化 ・ 自然 環 境） と の 係 わ り １． 基 本 項 目

社 会 的 環 境 会 計 情 報＝ 「財 務 報 告 書」 ｌ１〕環 境 外 部 情 報

（基本項目） ① 環境問題 （現状認識）

伝 統 的 制度 会 計
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図 ３ 会 計報 告 書 と 環 境 報 告 書 の 関 係

４． 環境会計の制度化

これまで考察 した構造 的環 境会計情報と社会的環境会計情報 が会計制 度としてどのように位

置づけられるのか。 前者 は・ 資本・ 収益性会計といわれ貨幣値によって伝統 的制 度会計の枠内

で開示される。 後者 は、 物量表示 や叙 述形式として社会的環境会計情報と して開示さ れる。 図

３ は、 会計報告書と環境報告書の 関係 を示したものである。

な お、 環 境 会 計 の さ ら な る 発 展 を 考 え る 場 合 に 無 視 で き な い 「エ コ
バ ラ ン ス」２５〕 や 「環 境

付 加 価 値 計 算 書」２６） は、 上 図 の 会 計 報 告 書 に お け る ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ に 位 置 づ け ら れ る。

お わ り に

本稿 で最 も強調したいことは、 環境会計 がい わば所与のものとして展開していることに対 し

て、 会 計 学 的
な 根 拠 を 明 確 化 し な け れ ば な ら な い と い う こ と で あ る。 こ れ ま で、 先 学 が ア カ ウ

ン タ ビ リ テ ィ ・ ア プ ロ ー チ や 意 思 決 定 ア プ ロ ー チ を 通 し て、 環 境 会 計 が 成 立 す る 根 拠 を 明 ら か

に し て い る が、 グ レ イ ら は、 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ を 「責 任 を 負 っ て い る 活 動 の 計 算 書 （必 ず し

も 財 務 報 告 書 で は な い） を 提 供 す る 義 務 ・ 要 請 ・ 責 任 を 意 味 す る。」
２７〕 と い っ て い る。 し か し、

グレイ らは、 計算書 は 「財務報告書ではない」 といいな がらも、 必ずしも財務報告書を含む環

境 会 計 情 報 が 開 示 さ れ な け れ ば な ら な い 根 拠 を 明 ら か に し て い な い。 そ こ で、 ア カ ウ ン タ ビ リ

テ ィ や 意 思 決 定 有 用 性 ア プ ロ ー チ は、 外 在 的 ア プ ロ ー チ と し て、 企 業 の 社 会 的 責 任 の 増 大 に

伴 っ て ス テ ー ク ホ ル ダ ー （ｓｔａｋｅｈｏ１ｄｅｒ） が 拡 大 し た こ と に よ る、 い わ ば 「開 示 対 象 の 拡 大」

の根拠 として位 置づ ける。 また、 情 報の 量や質と いった 内容の 枠組みの 根拠 は、 内在的ア プ

ロ ー チ と し て の 会 計 公 準 に 求 め る の で あ る。

さ らに、 わが国で もようやく普 及しつつ ある
「環境報告書」 で はある が、 前述のよう に、 必

ず し も 体 系 化 さ れ て お ら ず、 開 示 項 目 の
べ 一 ン チ マ ー ク 化 な い し ガ イ ド ラ イ ン 化 が 要 請 さ れ る。

そ の 上 で・ 企 業 に よ る 認 証 取 得 が 急 増 し て い る ＩＳＯ １４０００ が 会 計 に い か な る 接 点 が あ る の か に

つ いて 考察した。 結論は、 「環境報告書」 は両者 の 「連 結環」 と して 位置づけられる。 そのた
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めには、 「環境報告書」 の精緻化や体系化 が不 可欠 である。
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士 協 会 会 計 公 準 と 会 計 原 則』 中

央 経 済 社、
昭 和 ３７ 年 １２ 月、 ５６ ぺ 一 ジ。

２１） 〃 ｄ
．，ｐｐ．

２１－５０．，
佐 藤、 新 井 共 訳 『前 掲 訳 書」 ５６ －９１

ぺ 一 ジ。

２２） Ｈ
．
Ｒ
．
Ｇｉｖｅｎｓ，

Ｂａｓｉｃ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｐｏｓｔｕ１ａｔｅｓ，
Ｔκｅ λ ｃｃｏω 〃 肋ｇ Ｒ ω 加 ω，Ｊｕ

ｌｙ １９６６．
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２３） 排 出 権 に 関 す る 会 計 処 理 方 法 は、 未 だ 確 立 して い な い。 拙 稿 「前 掲、 環 境 の 変 化 に 起 因 す る ディ ス

ク ロ ー ジ ャ ー 拡 大 化 の 課 題」 ｐｐ．８６－８７ お よ び 拙 稿 「排 出 権 取 引 と 会 計」 『企 業 会 計」 Ｖｏｌ．５０，
Ｎｏ． ２

（１９９８ 年 ２ 月 ）、 １７１
ぺ 一 ジ。

２４） 「環 境 報 告 書」 につ い て は・ 以 下 の よ う に・ 近 年 多 く の 研 究 成 果 が み ら れ て い 乱

① 松 尾 幸 正 「環 境 情 報 開 示 の フ レー ム ワ ー ク」 『関 西 大 学 商 学 論 集』 第 ４１ 巻、 第 ３ ・ ４ 合 併 号 （１９９６

年 ｍ 月）。

② 冨 増 和 彦、 水 口剛、 茂 木 資 子、 國部 克 彦 「環 境 報 告 書 の 現 状 と 将 来」 『社会 関 連 会 計 研 究」 Ｖｏ１．８．

１９９６ 年 １０ 月
、
４５－５５ ぺ 一 ジ。

③ 菊 谷 正 人 「環 境 報 告 書」 『経 理 研 究」 第 ４１ 号 （１９９７ 年 １１ 月 ３０ 日）。

④ 國 部 克 彦 『環 境 会言十」 新 世 社、 １９９８年 ２月、 １４１－１４８ ぺ 一 ジ。

２５） こ の 分 野 で 積 極 的 な 研 究 を 進 め て い る 宮 崎 修 行 訳 『エ コ ロ ジ カ ル ア カ ウ ンテ ィ ン グ」 中 央 経 済 社・

平 成 ６ 年 ５ 月 お よ び 同 訳 『エ コ ノ ミ ー と エ コ ロ ジ ー」 創 成 社
、
１９９５ 年 ３ 月 が あ る

。

２６） 山 上 達 人 『環 境 会 計 の 構 築』 白 桃 書 房、 １９９６ 年 ４月、 ２８９－３０９ ぺ 一 ジ。

２７） Ｒｏｂ Ｇｒａｙ，
Ｄａｖｅ Ｏ ｗｅｎ ＆ Ｋｅｉｔｈ Ｍ ａｕ ｎｄｅｒｓ， ｏｐ．ｃ

ｉｔ．， ｐ．
２
．，
山 上 監 訳 『 前 掲 訳 書」 ３ ぺ 一 ジ

。

（追記）

本 稿 は、 １９９７ 年 １０月 に お け る 当 学 会 の 統 一 テ ー マ と し て 報 告 し た も の で あ る が、 紙 幅 の 関 係 で・

そ の 一 部 を 整 理 し た に す ぎな い。 そ の ため、 「Ｉ 環 境 問 題 の 現 状 と 課 題 （１． 環 境 間 題 の 現 状、 ２． 環

境 規 制の 方 法）・ 皿 『環 境 報 告 書』 の 現 状 と 課 題 （１． わ が 国 『環 境 報 告 書』 の 現 状・ ２．『環 境 報 告 書

の 課 題」・ １Ｖ ３．２） 環 境 会 計 制 度 化 の 具 体 化 と 課 題」 は 省 略 し て あ る の で・ 当 日 の レジ ュメ を 参 照

し て い た だ き た い
。


